様式２
年　　月　　日

申込書

（あて先）八戸市長

	所在地
	

	名称
	

	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　




八戸北インター第２工業団地（第１工区）について、八戸北インター第２工業団地（第1工区）分譲募集要項（第２次募集）に基づき、関係書類を添えて申込みます。

１　取得希望区画
	取得希望区画
	

	合計面積
	㎡


※複数区画を申し込む場合は、希望する区画すべてを記載してください。

２　分譲地取得理由
	





３　企業概要
(1)一般概要
	事業者名
	

	本社所在地
	

	設立年月日
	

	資　本　金
	

	総従業員数
	

	主要事業
	

	業　　　種
	

	事業拠点
	

	主要取引先
（仕入・販売先）
	



(2) 企業沿革
	年　月
	内　容

	
	

	
	

	
	

	
	



(3) 業績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	期別
	年　　月期　
	年　　月期　
	　　年　月期（最新）

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	



４　建設計画
(1)建設予定施設の概要
	事業所名
	

	事業内容
	

	業種
	

	主要製品
	

	操業開始予定年月
	



　(2)建設予定施設の内容
	建築物
	棟数
	建築
面積
	延面積
	構造
	着工年月
	竣工年月
	操業開始
予定年月

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



　(3)予定従業員数
	
	正社員
	パート等
	契約・派遣等
	計

	操業開始時
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	操業後3年後
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）


　（　）内は新規雇用者数
　
５　資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	
	年度区分
	計

	
	
	　　　　年度
	　　　　年度
	

	投資
	土地
	
	
	

	
	建物
	
	
	

	
	機械設備費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	計
	
	
	

	資金
調達
	自己資金
	
	
	

	
	借入金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	計
	
	
	




６　用水等使用予定量
	上水道
	井戸水
	電　　　力
	排　　水

	トン／日
	トン／日　　
	ｋw／日
	㎥／日





	
７　公害防止対策
	項目
	対象施設等
	対策

	
大気汚染
	□該当なし
□該当あり
（施設：　　　　　　　　　　　　　）
	

	
水質汚濁
	□該当なし
□該当あり
（施設：　　　　　　　　　　　　　）
	

	
騒音・振動
	□該当なし
□該当あり
（施設：　　　　　　　　　　　　　）
	

	
悪臭等
	□該当なし
□該当あり
（施設：　　　　　　　　　　　　　）
	

	
その他
	□該当なし
□該当あり
（施設：　　　　　　　　　　　　　）
	



８　立地施設でのSDGs及び脱炭素化に向けた取り組み事項
	



９　市内企業との新規の取引・取引の拡大の見込み/地元企業・大学等との連携等
	



10　成長戦略（中長期計画）※別添可
	


11　その他特記事項
	※他社に比べ優れていると思われる点、製品や技術の特長など、特にアピールすることがあれば自由に記載してください。




12　建設予定施設及び関連施設の配置計画図　※別添可
	


	


13　担当者
	連絡先
	所属
	

	
	役職
	
	氏　名
	

	
	電　話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	メール
	




14　添付資料
□ 定款の写し
□ 法人の登記事項全部証明書（発行後３ヶ月以内のもの）
□ 直近３年の決算書（貸借対照表、損益計算書又はこれらに類する書類）
□ 本社所在地の直近１年の国税、地方税の滞納がない旨の証明書
□ 八戸市税の滞納がない旨の証明書又は同意書（様式３）
□ 誓約書（様式４）






様式３
年　　月　　日

同意書

（あて先）八戸市長

	所在地
	

	名称
	

	代表者職氏名
	



　私は、申込みにあたり、次の税目について滞納がない旨証明するため、私の納税状況を確認することに同意します。



　　　□ 法人市民税

　　　□ 固定資産税

　　　□ 軽自動車税


様式４
年　　月　　日

誓約書

（あて先）八戸市長　

	所在地
	

	名称
	

	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　



私は、申込みにあたり、次の事項について誓約します。

１　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、次のいずれにも該当しません。また、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
⑴　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て、破産法（平成16年法律第75号）第18条又は第19条の規定に基づく破産手続開始の申立て及び会社法（平成17年法律第86号）第511条の規定に基づく特別清算開始の申立てがなされている。
⑵　法人等（個人、法人又は団体をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時、契約を締結する事務所をいう。）の代表者で役員以外の者又は団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団又は暴力団員である。
⑶　法人等の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。
⑷　法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。
⑸　法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。
２　当社は、１の第２号から第５号に掲げる者の該当の有無を確認するため、市から役員名簿等（下請契約（一次下請以降の全ての下請契約を含む。）又は再受託契約（再受託契約以降の全ての受託契約を含む。）の契約先を含む。）の提出を求められたときは、速やかに提出します。
３　当社が提出した本誓約書及び役員名簿等の正当性を確認するため、市が青森県警察八戸警察署長へ照会することを承諾します。 
４　当社は、１の第２号から第５号のいずれかに該当した場合において、八戸市の事務又は事業における暴力団排除措置の実施に関する要綱（平成24年９月25日制定）第４条の規定に基づき、公表されることに同意します。
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